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会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）報酬等の額
・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 108百万円

・当社及び子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 181百万円
（注）１．監査等委員会は、会計監査人より説明を受けた当事業年度の会計監査計画における監査日数や人員配置などの内容、会計監

査人の監査の遂行状況の相当性の判断を始めとした前事業年度の監査実績の検証と評価、報酬の前提となる見積の妥当性を
検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と、金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分
しておらず、また、実質的にも区分できないため、上表の金額にはこれらの合計額を記載しております。

３．当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である「合併に係る経営事項審査
資料に関する合意された手続業務」を委託し、その対価を支払っております。

４．当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第３４０条第１項各号に定められている解任事由に該

当すると判断した場合は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。
監査等委員会は、上記の場合のほか、会計監査人の監査品質、独立性及び専門性等を総合的

に勘案し、会計監査人として適当でないと判断した場合は、会計監査人の解任または不再任に
関する株主総会提出議案の内容を決定いたします。
解任した場合は、解任後最初に招集される株主総会において、監査等委員会が選定した監査

等委員は、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況
（1） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他当社の業務並びに当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るための体制

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した内容は次
のとおりであり、継続的に改善・向上に努めております。

①当社及びその子会社から成る企業集団(以下「企業集団」という）の取締役及び使用人の職
務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（ア）当社は、企業集団全体の役員、従業員を含めた行動規範としての行動指針を定め企業

集団の全ての役員、従業員に周知し、その行動を規律する。
また、取締役に関しては、「取締役会規程」等により、その適切な運営を確保する

とともに、意思疎通を円滑化し、相互の業務執行を監視するほか、重要な事項に関し
ては、外部専門家（弁護士等）の意見、助言を受ける等により、法令・定款違反行為
の未然防止及び経営機能に対する監督強化を図る。
なお、取締役が他の取締役による法令・定款違反に疑義のある事実を発見した場合

は、速やかに取締役会及び監査等委員会に報告し、違反行為の未然防止又はその是正
を図る。

（イ）当社は、安全・コンプライアンス憲章等において、反社会的勢力とは、断固として対
決し、毅然とした態度で対応することを掲げ、関係排除に取り組むものとする。

（ウ）代表取締役社長を委員長とするＥＳＧ経営推進委員会のもとに、当社のコンプライア
ンス担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会を設置するとともに、企業集団
各社がコンプライアンス推進員等を配置し、コンプライアンス意識の浸透・維持・確
立を図る。

（エ）財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法及び関連する法令を遵守して、整
備・評価・是正を行うことにより適正な内部統制システムを構築する。

（オ）企業集団各社は、より風通しの良い企業風土の醸成を期し、ヘルプライン（申告・相
談窓口）を開設し、適切な情報伝達の整備・運用を図る。

（カ）法令等遵守体制の整備・運用状況に係る有効性評価のモニタリング等を強化するた
め、内部監査部門を拡充し、適切な監査業務を確保する。その評価結果については、
取締役会及び監査等委員会へ報告する。
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②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（ア）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理は、適正かつ効率的な業務運営に資する

ことを基本とし、以下の取り組みを行う。
（ａ）文書（電磁的記録を含む。以下「文書」という）及びその他の情報の保存・管

理について必要事項を定めた、「文書取扱規程」等を制定する。
（ｂ）文書の保存（保管）期間は、法令に別段の定めのない限り、「文書取扱規程」に

各文書の種類毎に定める。
（イ）文書等について、取締役から閲覧要請があった場合、速やかに当該文書等を提出する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ア）リスクマネジメントの基本的事項を定め適正かつ効率的な業務運営を行うため「リス

ク管理規程」を制定する。
（イ）代表取締役社長を委員長とするＥＳＧ経営推進委員会のもとに、当社のコンプライア

ンス担当役員を委員長とするリスク管理委員会を設置し、リスク管理体制の実効性を
確保する。

（ウ）業務監査部は、リスク管理体制の整備・運用状況に係る有効性評価のモニタリング等
を実施する。その評価結果については、取締役会及び監査等委員会へ報告する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（ア）取締役会を原則、毎月１回定期的に開催し、特に法令又は定款に定める事項の他、経

営に関する重要事項について関係法規、経営判断の原則及び善良なる管理者の注意義
務等に則り、審議の決定及び報告を行う。

（イ）取締役への業務委嘱については、組織の構成と業務範囲等を定めた「組織・業務分掌
規程」及び責任・権限等を定めた「責任規程」等の社内規程に基づき、適切な責任分
担による組織運営の徹底、効率的な業務運営を図る。

（ウ）取締役会において、独立した立場にある社外取締役の職務執行等が効率的に行われる
ようにし、他の取締役の職務執行に対する監視機能の強化を図る。
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⑤企業集団における業務の適正を確保するための体制
企業集団の会社間の取引については法令に従い適切に行うことはもとより、企業集団が

適正な事業運営を行い、その成長・発展に資するため、以下の取り組みを行う。
（ａ）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告体制整備
（ｂ）子会社の損失の危険の管理体制、危険発生時における当社への連絡体制の整備
（ｃ）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制整備
（ｄ）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制整備

⑥監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査等委員会の職務を補助する組織として監査等委員会室を設置し、使用人を配置する。

⑦前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項
前号の使用人の人事考課、異動等については、事前に監査等委員に意見を求め同意を得

て実施する。

⑧前⑥号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会室に所属する使用人は、監査等委員会の指揮命令下に置くものとする。

⑨当社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制
（ア）当社の取締役及び使用人は、企業集団の業務又は業績に影響を与える重要な事項及び

法令で定める事項等について事実把握等の都度、監査等委員会へ速やかに報告する。
（イ）前（ア）に拘らず、監査等委員会は必要に応じ、いつでも取締役等に対して報告を求

めることができる。

⑩子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委
員会に報告をするための体制
（ア）子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、各社の業

務又は業績に影響を与える重要な事項及び法令で定める事項等について事実把握等の
都度、当社の監査等委員会へ速やかに報告する。

（イ）前（ア）に拘らず、当社の監査等委員会は必要に応じ、いつでも子会社の取締役等に
対して報告を求めることができる。
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⑪前⑨号及び⑩号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制
前⑨号及び⑩号により報告をした者が、当該報告をしたことを理由として、何ら不利な

取扱いを受けないことを確保する。

⑫監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員の職務の執行について生じた費用及び債務については、当社が適正に支払処

理を行う。

⑬その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する体制
（ア）監査等委員会が選定する監査等委員は、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な

文書を閲覧するほか、必要により説明を求めた場合は、取締役等は速やかに対応す
る。

（イ）監査等委員会が選定する監査等委員は、会社の重要な意思決定プロセス及び業務の執
行状況を把握するため、取締役会以外の主要な会議へ出席する。

（ウ）監査等委員会が選定する監査等委員は、取締役社長、会計監査人、内部監査部門と定
期的、随時に意見及び情報交換を行い、意思疎通を図る。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社では、前記の体制に則った運用を実施しており、当事業年度における主な取り組み

は次のとおりです。

①職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための取り組みの状況
当社グループは、「ミライト・ワン グループ 安全・コンプライアンス憲章」を定めると

ともに、コンプライアンス研修の実施やコンプライアンス推進員を通じた様々な活動など
を通しコンプライアンス意識の向上を図っております。
「コンプライアンス委員会」においては、企業集団内の個別課題について議論するととも
にコンプライアンス推進活動の進捗状況を管理しており、当事業年度は２回開催していま
す。
また、内部監査部門によるモニタリングを実施し、コンプライアンス推進活動の実効性

を確認しております。
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②損失の危険の管理に関する取り組みの状況
「リスク管理規程」により、企業集団としてリスク管理についての基本方針及び推進体制
を定めるとともに、リスク管理項目を設定し、様々なリスクに対し的確に対応しておりま
す。
「リスク管理委員会」においては、リスク管理状況及び企業集団内の個別課題について議
論することとしており、当事業年度は２回開催しています。
また、内部監査部門によるモニタリングを実施し、リスク管理の実効性を確認しており

ます。

③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための取り組みの状況
取締役会は「取締役会規程」に基づき毎月１回の他、必要に応じて随時開催しており、

当事業年度は21回開催しています。
また、取締役会においては、社内規程に基づき取締役会に付議すべき事案はすべて審議

され、各事案について活発な意見交換がなされるとともに、四半期毎に各取締役の職務執
行状況についても報告されております。
なお、取締役会の実効性評価も継続的に実施し、その機能の向上を図っております。
また、コーポレートガバナンス・コードを踏まえ、指名・報酬に関わる客観性を向上さ

せるため、取締役会のもとに任意の諮問委員会である「指名・報酬委員会」を設置してお
り、当事業年度は10回開催しています。
独立社外取締役は代表取締役とのミーティングを定期的に実施し、取締役の職務執行に

対する監視機能を強化しております。

④企業集団における業務の適正を確保するための取り組みの状況
「子会社管理規程」等により、企業集団の業務の適正を確保するための体制整備を図ると
ともに、その運用状況の報告を受けております。また、内部監査部門によるモニタリング
を実施しております。
なお、企業集団全体に大きな影響を及ぼす重要な案件については子会社から報告、協議

を受けてその管理を行うとともに企業集団として必要な取り組みを行っております。
また、企業集団における内部通報制度を整備し、問題が生じた場合の直接把握と早期対

処を図るとともに、「コンプライアンス委員会」に報告しております。
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⑤内部監査の取り組みの状況
業務監査部（内部監査部門）は、取締役会で決議された内部監査計画に基づき、企業集

団の全組織、全子会社を対象として内部監査を実施し、業務の適正性についてモニタリン
グしております。また、その結果については取締役会等に報告しております。
なお、当社グループは、第１線（カンパニー、支店等現業部門）、第２線（スタッフ組織

等の管理部門）から独立した第３線組織として業務監査部（内部監査部門）を設置し、３
線ディフェンスの考えに基づき、取締役会及び監査等委員会へのデュアルレポートを行い、
内部監査業務を実施しております。

⑥監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する取り組みの状況
監査等委員は重要な決裁書類等を閲覧するほか、グループ社長会議、経営会議及びその

他重要な会議に出席し、会社の重要な意思決定プロセス及び業務の執行状況を把握してお
ります。
また、監査等委員と代表取締役、会計監査人等が意見交換を行うことにより意思疎通を

図り、監査等委員の監査が実効的に行われることを確保しております。
なお、監査等委員会の職務を補助する組織として、専任スタッフを有する監査等委員会

室を設置し、使用人３名を配置しております。
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連結株主資本等変動計算書（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当連結会計年度期首残高 7,000 61,280 184,041 △12,329 239,993
当連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △5,727 △5,727
親会社株主に帰属する当期純利益 12,535 12,535
自 己 株 式 の 取 得 △7,537 △7,537
自 己 株 式 の 処 分 9 561 571
自 己 株 式 の 消 却 △15,512 15,512 −
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △2 △2
株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の変動額(純額) −

当連結会計年度中の変動額合計 − △15,505 6,807 8,536 △161
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 7,000 45,775 190,849 △3,793 239,832

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 2,729 △98 2,555 1,638 6,824 7,487 254,305
当連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △5,727
親会社株主に帰属する当期純利益 12,535
自 己 株 式 の 取 得 △7,537
自 己 株 式 の 処 分 571
自 己 株 式 の 消 却 −
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △2
株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の変動額(純額) 944 13 1,700 2,662 5,322 621 5,944

当連結会計年度中の変動額合計 944 13 1,700 2,662 5,322 621 5,782
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,674 △85 4,256 4,301 12,146 8,109 260,088

(注) 記載金額は百万円未満を切捨表示しております。
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連 結 注 記 表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 85社
主要な連結子会社の名称 Lantrovision (S) Ltd

㈱ＴＴＫ
㈱ソルコム
四国通建㈱
西武建設㈱
㈱ミライト・ワン・システムズ
国際航業㈱

当連結会計年度において、以下の通り連結の範囲が変更となっております。
・第１四半期連結会計期間より、大明テクノ株式会社は、東海工営株式会社（2023年４月１日付でイン
フライズ株式会社に商号変更）を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外し
ております。

・第３四半期連結会計期間より、当社が国際航業株式会社の発行済株式の全部を取得したことに伴い、国
際航業株式会社及び国際航業株式会社の連結子会社10社（明治コンサルタント株式会社他９社）を連結
の範囲に含めております。

・第4四半期連結会計期間より、国際航業株式会社の連結子会社であるアソシエイトリース株式会社が解
散したため、連結の範囲から除外しております。

（2）主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称 MIRAIT PHILIPPINES INC. 他１社
連結の範囲から除いた理由
いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持分相当

額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しておりま
す。
2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社の数 ２社
主要な会社等の名称 MIRAIT PHILIPPINES INC.
持分法を適用した関連会社の数 12社
主要な会社等の名称 LBS Digital Infrastructure Corp.

当連結会計年度において、以下の通り持分法適用の範囲が変更となっております。
・第３四半期連結会計期間より、当社が国際航業株式会社の発行済株式の全部を取得したことに伴い、国
際航業株式会社の関連会社３社（株式会社RTi-cast他２社）を持分法適用の範囲に含めております。

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称
（非連結子会社）DAIMEI SLK（PRIVATE）LIMITED
（関連会社） 資材リンコム㈱

持分法を適用していない理由
持分法非適用会社は、当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持分相当額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであり
ます。
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3. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）
市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

② 棚卸資産
未 成 工 事 支 出 金…………個別法による原価法
商 品…………移動平均法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法）
材 料 貯 蔵 品…………移動平均法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法）
③ デリバティブ
時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物並びにデータセンター事業
に供する資産及び太陽光発電設備については、定額法を採用しております。また、取得価額10万円以
上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建 物 ５〜65年
その他 ２〜50年

2007年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌連結会計
年度から５年間で均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。
また、顧客関連資産については、効果の及ぶ期間（10〜20年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。
なお、在外連結子会社については、国際財務報告基準に基づき計算書類を作成しており、国際財務

報告基準第16号「リース」(以下「IFRS第16号」という。)を適用しております。IFRS第16号により、
リースの借手については、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上してお
り、資産計上された使用権資産の減価償却方法は定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。
③ 受注損失引当金

受注業務に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末未完成業務のうち損失の発生が見込ま
れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる業務について、損失見込額を計上しております。

④ 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度末に見合う

分を計上しております。
⑤ 役員賞与引当金

一部の連結子会社においては、役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ
き当連結会計年度に見合う分を計上しております。

⑥ 完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去一定期間の補償実績率による算定額及び特定の

工事については補修費用の個別見積額を計上しております。
⑦ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社においては、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度
末要支給額を計上しております。

⑧ 株式報酬引当金
当社並びに一部の連結子会社の取締役及び執行役員に対する株式給付信託による当社株式の交付に

備えるため、役員株式給付規程に基づき、役員に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額
を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金

資産の額を控除した額を退職給付に係る負債もしくは退職給付に係る資産として計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５〜15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10〜15年）

による定額法により費用処理しております。
・小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５〜20年間の定額法により償却しております。
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(6) 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。
① 請負業務

請負業務は主に電気通信工事（通信インフラ事業）、建設工事及び空間情報コンサルティング事業
（環境・社会イノベーション事業）、通信機器設置工事及びソフトウエア開発（ICTソリューション事
業）等であり、請負契約を締結しております。
請負業務に係る収益については、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断し、履行義

務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
進捗度の測定は、契約ごとに、期末日までに履行義務の充足のために発生した原価が、原価総額に

占める割合に基づいて行っております。履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができな
いが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の
充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履行義務に
ついて原価回収基準により収益を認識しております。
なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく

短い工事契約及びソフトウエアの受注制作については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり
収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
請負業務に係る取引の対価は、顧客の検収が完了した後、概ね２ヵ月以内に受領しており、重要な

金融要素は含んでおりません。また、顧客との契約における対価に変動対価が含まれている場合には、
変動対価に関する不確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額に著しい減額が生じな
い可能性が高い範囲でのみ取引価格に含めております。
② 物品販売

物品販売は主に情報通信機器等の販売（ICTソリューション事業）であり、商品の引渡により、顧
客に当該商品に対する支配が移転し、履行義務が充足されることから、商品の引渡時点で収益を認識
しております。
なお、一部の情報通信機器や事務用品の販売については製造・出荷・配送の一連の作業が他の当事

者により行われており、在庫リスク及び価格設定の裁量権を有しておりません。当該他の当事者によ
り商品が提供されるように手配することが履行義務であるため、代理人として取引を行っていると判
断しており、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しており
ます。
物品販売に係る取引の対価は、商品の引渡し後、概ね３ヵ月以内に受領しており、重要な金融要素

は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありません。
③ 受託業務

受託業務は主に電気通信設備の保守点検（通信インフラ事業）であり、サービス又は役務提供の完
了により、顧客に当該サービスに対する支配が移転し、履行義務が充足されることから、サービス又
は役務提供の完了時に一時点で収益を認識しております。
受託業務に係る取引の対価は、役務提供完了後、概ね２ヵ月以内に受領しており、重要な金融要素

は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありません。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しておりま
す。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段
金利スワップ

ヘッジ対象
借入金に係る金利

③ ヘッジ方針
市場金利の変動リスクを回避することを目的としており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。
④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしており、有効性の評価を省略しております。

(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、MIRAIT Technologies Australia Pty.Limited及びLantrovision (S) Ltd等の
決算日は12月31日であり、連結決算日との差異が３ヶ月を超えないため、当該連結子会社の事業年
度に係る決算書を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。
なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

② グループ通算制度の適用
当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。

③ 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
建設工事の共同企業体（ジョイントベンチャー）に係る会計処理は、主として構成員の出資の割合

に応じて、資産、負債、収益及び費用を認識する方法によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）
（連結貸借対照表）

前連結会計年度において独立掲記しておりました「流動資産」の「受取手形」、「完成工事未収入金」及び
「流動負債」の「支払手形」、「工事未払金」は一覧性及び明瞭性を高めるため、当連結会計年度より科目を
集約し「流動資産」の「受取手形・完成工事未収入金等」及び「流動負債」の「支払手形・工事未払金等」
として表示しております。

（連結損益計算書）
前連結会計年度において、「完成工事高」、「完成工事原価」及び「完成工事総利益」として表示していた

科目は、当社グループの事業内容の拡大に伴い、当連結会計年度より「売上高」、「売上原価」及び「売上総
利益」と科目名称を変更しております。

（会計上の見積りに関する注記）
1.一定の期間にわたり認識される売上高
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
売上高 169,821百万円

(2)会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
進捗度の測定は、請負業務ごとに期末日までに履行義務の充足のために発生した原価が、原価総額

に占める割合に基づいて行っており、収益総額に当該進捗度を乗じて売上高を算出しております。
② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
・原価総額
請負業務ごとの実行予算に基づいて見積っております。実行予算の策定にあたっては、施工方法や

仕様内容、作業工程に応じて材料費や外注費等の単価や数量を積み上げて策定しております。また、
着工後も継続的に実行予算に基づく原価の事前の見積りと実績を対比することによって、適時・適切
に原価総額の見積りの見直しを行っております。
・収益総額
契約金額を収益総額としておりますが、請負業務の進行途上において顧客との新たな合意によって

契約の変更が行われることがあり、その変更金額が決定していない場合は、事業環境、施工状況、発
注者との協議状況等を踏まえ、変動対価に関する不確実性がその後に解消される際に、認識した収益
の累計額に著しい減額が生じない可能性が高い範囲でのみ収益総額を合理的に見積っております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
原価総額及び収益総額の見積りは、仕様の変更、資材価格の変動、自然災害やパンデミック（世界

的流行病）発生等による請負業務の中断、資材不足やサプライチェーンの寸断、実行予算策定時に顕
在化していなかった事象の発生等の様々な要因により変動する可能性があり、その結果、翌連結会計
年度の連結計算書類において、一定の期間にわたり認識される売上高の金額に重要な影響を与える可
能性があります。
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2.工事損失引当金
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
工事損失引当金 1,490百万円

(2)会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが
できる工事について、工事原価総額及び工事収益総額を見積り、将来の損失見込額を計上しておりま
す。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
・工事原価総額
工事契約ごとの実行予算に基づいて見積っております。実行予算の策定にあたっては施工方法や仕

様内容、作業工程に応じて材料費や外注費等の単価や数量を積み上げて策定しております。また、工
事着工後も継続的に実行予算に基づく工事原価の事前の見積りと実績を対比することによって、適
時・適切に工事原価総額の見積りの見直しを行っております。
・工事収益総額
契約金額を工事収益総額としておりますが、工事契約の進行途上において顧客との新たな合意によ

って契約の変更が行われることがあり、その変更金額が決定していない場合は、事業環境、施工状
況、発注者との協議状況等を踏まえ、変動対価に関する不確実性がその後に解消される際に、認識し
た収益の累計額に著しい減額が生じない可能性が高い範囲でのみ工事収益総額を合理的に見積ってお
ります。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
工事原価総額及び工事収益総額の見積りは、工事仕様の変更、資材価格の変動、自然災害やパンデ

ミック（世界的流行病）発生等による工事の中断、資材不足やサプライチェーンの寸断、実行予算策
定時に顕在化していなかった事象の発生等の様々な要因により変動する可能性があり、その結果、翌
連結会計年度の連結計算書類において、工事損失引当金の金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

3.完成工事補償引当金
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
完成工事補償引当金 1,074百万円

(2)会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去一定期間の補償実績率による算定額及び特定の
工事については補修費用の個別見積額を計上しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
実績率による算定においては、過去３年間の売上高と瑕疵補修等の費用発生額との割合と同程度の

瑕疵補修等の費用が将来発生すると仮定して算定しております。
個別見積りによる算定においては、特定の工事において将来の瑕疵補修等の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることができる場合に工事単位で補修等の見込額を計上しております。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

引当金計上額については現時点で入手可能なすべての情報に基づき最善の見積りを行っております
が、材料費や外注費等の価格の変動など見積りの前提条件の変更により、翌連結会計年度の連結計算
書類において、完成工事補償引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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（追加情報）
（当社並びに一部の連結子会社の取締役及び執行役員に対する株式給付信託）
当社は、当社並びに一部の連結子会社の取締役及び執行役員（社外取締役及び非業務執行の取締役を除き

ます。以下、併せて「当社グループの役員」といいます。）を対象に、業績連動型株式報酬制度「株式給付
信託」を導入しております。

1. 取引の概要
当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当社グループの役員に対して、当

社グループ各社の取締役会が定める役員株式給付規程に従って、原則として当社株式が信託を通じて給付
される業績連動型の株式報酬制度であります。
なお、当社グループの役員が当社株式の給付を受ける時期は、原則として当社グループいずれかの役員

退任時となります。

2. 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付帯する費用の金額を除く。）により、純資産の

部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度期首410
百万円、303千株、当連結会計年度末876百万円、572千株であります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 偶発債務

債務保証
次のとおり債務保証を行っております。
従業員 住宅ローン 51 百万円

2. 顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高
受取手形 1,309百万円
売掛金 32,742
完成工事未収入金 99,462
契約資産 71,697

3. 土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号 最終改正平成13年６月29日）に

基づき、一部の連結子会社においては事業用の土地の再評価を行っております。なお、連結決算上必要
な調整を行い、再評価に係る繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上
しております。

(1) 再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価額の計算の基礎となる土地の価額を
算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する
方法によっております。

(2) 土地の再評価を行った年月日 2002年３月31日
(3) 再評価を行った土地の当連結会計年度における時価と再評価後の帳簿価額との差額

783百万円
4．工事損失引当金

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は相殺せずに両建てで表示
しております。

工事損失引当金に対応する未成工事支出金額 379百万円
5．担保に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

現金預金 (注)1 245百万円
受取手形・完成工事未収入金等 9
その他 (流動資産) (注)2 93
建物及び構築物 82
機械、運搬具及び工具器具備品 665
その他（投資その他の資産） (注)2 760
投資有価証券 (注)1 3

計 1,861
(注)1 業務の履行を保証するために担保に供しているものであります。
(注)2 リース債権であります。

(2) 担保に係る債務
短期借入金 117百万円
長期借入金 933

計 1,051
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（連結損益計算書に関する注記）
1. 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額 902百万円
2. 研究開発費の総額 304百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式及び自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式
普通株式(千株) 103,325 − 9,000 94,325

自己株式
普通株式(千株) 7,417 4,144 9,338 2,224
(注) １ 発行済株式の株式数の減少9,000千株は自己株式の消却によるものであります。

２ 自己株式数には、「株式給付信託」制度に関する株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式（当連結会
計年度期首303千株・当連結会計年度末572千株）が含まれております。

３ 自己株式の株式数の増加4,144千株は以下によるものであります。
市場買付による自己株式取得 3,840千株
株式給付信託による取得 303千株
単元未満株式の買取り請求による増加 0千株

４ 自己株式の株式数の減少9,338千株は以下によるものであります。
自己株式の消却による減少 9,000千株
株式給付信託への拠出 303千株
退職役員に対する株式給付による減少 34千株
単元未満株式の買増し請求による減少 0千株

2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2023年６月27日
定時株主総会 普通株式 2,886 30.00 2023年３月31日 2023年６月28日

2023年11月10日
取締役会 普通株式 2,841 30.00 2023年９月30日 2023年11月30日
(注) １ 2023年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金９百万円が含まれ

ております。
２ 2023年11月10日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金17百万円が含まれて

おります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2024年６月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 3,243 35.00 2024年

３月31日
2024年
６月26日

（注）2024年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金20百万円が含まれて
おります。

2024年05月23日 11時06分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



19

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、余裕資金については安全性の高い、短期的な金融資産で運用し、投機的な取引は行
わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、社

内規程に従い、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、取引の可否を決定しております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式

であり、定期的に時価を把握することにより管理を行っております。
借入金のうち、短期借入金は主に運転資金及び期間限定（１年以内）の企業買収資金であり、長期借入

金は主に企業買収資金及び設備投資資金であります。長期借入金のうち、シンジケートローン契約による
ものには、財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し期限の利益喪失請求が行われた場合には、資
金繰りの悪化により当社及び当社グループの将来の成長、業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があり
ます。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、市場金利動向について定期的に取
締役会に報告し適切に管理しております。
また、当社グループの方針として、デリバティブ取引は、実需取引のリスク緩和を目的とした取引に限

定しており、投機目的の取引は一切行わない方針としております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。
なお、市場価格のない株式等は含まれておりません。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額

(1)受取手形・完成工事未収入金等 133,514 133,512 △1
(2)投資有価証券

その他有価証券 10,311 10,311 −
資産計 143,826 143,824 △1

(1)長期借入金 (１年内返済予定を含む) 31,149 31,139 △9
負債計 31,149 31,139 △9
デリバティブ取引 (注) 3 0 0 −

(注) 1. 「現金預金」、「支払手形・工事未払金等」「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で
決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
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(注) 2. 市場価格のない株式等
区 分 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 9,142
非上場株式については、「(2)投資有価証券」には含めておりません。

(注) 3. デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については（ ）で表示しております。なお、デリバティブ取引は連結貸借対照表の流動資産
の「その他」に含まれております。

(注) 4. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年内 １年超
５年内

５年超
10年内 10年超

現金預金 50,036 − − −
受取手形・完成工事未収入金等 133,325 189 − −
合 計 183,361 189 − −

(注) 5. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年内 １年超
２年内

２年超
３年内

３年超
４年内

４年超
５年内 ５年超

短期借入金 75,001 − − − − −
長期借入金 146 145 145 30,145 143 424
合 計 75,148 145 145 30,145 143 424

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い
レベルに時価を分類しております。
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(1)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2024年３月31日）

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 10,311 − − 10,311

デリバティブ取引 − 0 − 0
資産計 10,311 0 − 10,312

(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2024年３月31日）

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形・完成工事未収入金等 − 133,512 − 133,512
資産計 − 133,512 − 133,512

長期借入金 − 31,139 − 31,139
負債計 − 31,139 − 31,139

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
受取手形・完成工事未収入金等
一定期間ごとに分類し、その将来のキャッシュ・フローを、リスクフリーレートで割り引いた現在価

値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
投資有価証券
株式は取引所の価格によっております。上場株式及び国債は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。
デリバティブ取引
金利通貨スワップの時価は、金利及び為替レートの観察可能なインプットを用いて算定しており、レ

ベル２の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金は変動金利によるものについては、短期間で市場金利を反映し、また当社グループの信用

状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額によるものとし、固定金利のもの及び金利スワップの特例処理によるものについては、元利金
の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており、レベル
２の時価に分類しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,735円90銭
2. １株当たり当期純利益 133円34銭
3. 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益
金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資
産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。
１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当連結会計年度533千
株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度572
千株であります。

（企業結合等に関する注記）
取得による企業結合
(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業内容
被取得企業の名称：国際航業株式会社
事業の内容 ：公共コンサルタント事業、インフラマネジメント事業、防災環境事業、LBSセン

シング事業、その他
② 企業結合を行った主な理由

当社及び国際航業株式会社が、それぞれ保有する経営資源を相互に補完・共有・活用することで、
街づくり／里づくり・DX/GX分野等においてコンサルティング提案から設計・施工・運用までのフ
ルフェーズでデータを活用した付加価値の高い事業を推進し、幅広い顧客層に対する社会課題解決
分野等での事業シナジーを発揮させることにより、フルバリュー型『みらいドメイン』の積極的な
事業展開の加速を図るためであります。

③ 企業結合日
2023年12月20日(株式取得日)
2023年12月31日(みなし取得日)

④ 企業結合の法的形式
現金による株式取得

⑤ 結合後企業の名称
名称の変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100.0％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
現金を対価として株式を取得したためであります。

(2) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2024年１月１日から2024年３月31日までを含めております。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 45,511百万円
取得原価 45,511百万円
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(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 498百万円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額 19,421百万円
② 発生原因
主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間
20年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 28,864 百万円
固定資産 11,837
資産合計 40,701
流動負債 22,307
固定負債 5,051
負債合計 27,359

(7) のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその内訳並びに償却期間
内訳 金額 償却期間

顧客関連資産 18,413 百万円 20年

(追加情報)
取得による企業結合
当社は、2024年３月26日開催の取締役会において、光陽ホールディングス株式会社の株式を取得し、子

会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

１．企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：光陽ホールディングス株式会社
事業の内容 ：電力事業、電気設備工事、建築工事、電気通信工事等

(2) 企業結合を行った主な理由
光陽ホールディングス株式会社が有する高度な電力技術、及び電気系エンジニアリング人材が当社

グループリソースと一体となり、付加価値の高い事業を共に推進することで、電力・GX・通信・電
気・土木・建築等の様々なエンジニアリング分野の強化を図り、フルバリュー型の『みらいドメイ
ン』の積極的な事業展開の加速を図るため。

(3) 企業結合日
2024年７月１日（予定）
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(4) 企業結合の法的形式
現金による株式取得

(5) 結合後企業の名称
名称の変更はありません。

(6) 取得する議決権比率
70.0％
本件株式取得は２段階に分かれており、初回（2024年７月１日）に発行済株式の70.0％にあたる

株式を取得し、第２回（2026年７月１日）に残数の30.0％にあたる株式を取得する予定です。
(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価として株式を取得することによるものです。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 9,000百万円(予定)
取得原価 9,000百万円(予定)
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（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
(1)市場別

(単位：百万円)
報告セグメント

ミライト・
ワン

ラントロ
ビジョン ＴＴＫ ソルコム 四国通建 西武建設

ミライト・
ワン・シス
テムズ

国際航業 合計

環境・社会イ
ノベーション
事業

54,921 − 3,420 3,075 4,068 65,283 − 13,037 143,806

ICTソリューシ
ョン事業 75,830 27,512 4,114 4,107 8,555 − 23,011 − 143,133

通信インフラ
事業 165,109 − 29,771 26,144 10,419 − − − 231,445

外部顧客への
売上高 295,861 27,512 37,306 33,327 23,044 65,283 23,011 13,037 518,384

(2)収益認識の時期別
(単位：百万円)

報告セグメント

ミライト・
ワン

ラントロ
ビジョン ＴＴＫ ソルコム 四国通建 西武建設

ミライト・
ワン・シス
テムズ

国際航業 合計

一時点で移転
される財又は
サービス

237,809 4,175 30,296 29,045 19,521 5,390 22,047 276 348,563

一定の期間に
わたり移転さ
れる財又はサ
ービス

58,051 23,336 7,009 4,282 3,523 59,892 964 12,761 169,821

外部顧客への
売上高 295,861 27,512 37,306 33,327 23,044 65,283 23,011 13,037 518,384
なお、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づくリース収益については、重要性が乏し

いため、区分せず上表に含めております。
また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事

契約及びソフトウエアの受注制作については代替的な取扱いを適用し、一時点で移転される財又はサービスの
金額に含めて記載しております。
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2. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額
及び時期に関する情報

（1）契約資産及び契約負債の残高等
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高

連結貸借対照表計上額(百万円)
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 154,598
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 133,514
契約資産（期首残高） 35,533
契約資産（期末残高） 71,697
契約負債（期首残高） 5,302
契約負債（期末残高） 14,072

(注) １.契約資産は、請負業務について期末日時点での進捗度に基づいて測定した履行義務の充足部分と
交換に受け取る対価に対する権利のうち顧客との契約から生じた債権を除いたものであり、対価
に対する当社グループの権利が当該対価の支払い期限が到来する前に時の経過だけが要求される
無条件な状態となった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
契約負債は、主として請負業務について顧客から対価を受け取っているものの履行義務を充足
していない部分を認識しています。財又はサービスを顧客に移転する前に顧客から対価を受け取
った場合に増加し、履行義務を充足することにより減少します。なお、契約資産は「受取手形・
完成工事未収入金等」、契約負債は工事契約に基づくものは「未成工事受入金」、工事契約を除く
請負業務及び商品販売等に関する「前受金」は流動負債の「その他」に含めております。
２.当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した
収益の額に重要性はありません。
３.当連結会計年度に認識した収益のうち、期首現在の契約負債に含まれていたものは5,156百万円
であります。

（2）残存履行義務に配分した取引価格に関する情報
当連結会計年度末において、残存履行義務に配分した取引価格の総額は246,344百万円であり、主に

請負業務に係る取引によるものであります。当該取引は契約の履行に応じ、今後概ね１年にわたって収
益認識される予定です。

2024年05月23日 11時06分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



27

（重要な後発事象に関する注記）
(自己株式の取得)
当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由
株主還元を充実させるとともに経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするため。

２．取得対象株式の種類
普通株式

３．取得する株式の総数
150万株(上限)
(発行済み株式総数(自己株式を除く。)に対する割合 1.63％)

４．株式の取得価額の総額
20億円(上限)

５．取得期間
2024年5月14日から2024年９月30日まで

６．取得の方法
東京証券取引所における市場買付

（資産除去債務に関する注記）
重要性が乏しいため、記載を省略しております。
なお、当社及び一部の連結子会社は、豊洲ビル及び大阪第１データセンターについて不動産賃貸借契約に

基づく退去時の原状回復に係る債務等を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確で
なく、現時点において将来退去する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができませ
ん。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上しておりません。

2024年05月23日 11時06分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



28

株主資本等変動計算書（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益
剰余金

自己株式 株主資本
合計資 本

準備金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

その他
利 益
剰余金
繰 越
利 益
剰余金

当事業年度期首残高 7,000 2,000 88,568 90,568 88,499 △12,329 173,739
当事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △5,727 △5,727
当 期 純 利 益 4,580 4,580
自 己 株 式 の 取 得 △7,537 △7,537
自 己 株 式 の 処 分 9 9 561 571
自 己 株 式 の 消 却 △15,512 △15,512 15,512 −
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) −

当事業年度中の変動額合計 − − △15,502 △15,502 △1,147 8,536 △8,113
当 事 業 年 度 末 残 高 7,000 2,000 73,066 75,066 87,352 △3,793 165,625

評価・換算差額等
純資産合計その他有価

証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当事業年度期首残高 2,151 2,151 175,891
当事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △5,727
当 期 純 利 益 4,580
自 己 株 式 の 取 得 △7,537
自 己 株 式 の 処 分 571
自 己 株 式 の 消 却 −
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 99 99 99

当事業年度中の変動額合計 99 99 △8,014
当 事 業 年 度 末 残 高 2,251 2,251 167,877
(注) 記載金額は百万円未満を切捨表示しております。

2024年05月23日 11時06分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



29

個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

② その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金……個別法による原価法
商 品……移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
材 料 貯 蔵 品……移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物並びにデータセンター事業に供する資産及び太陽光発電設備につい
ては、定額法を採用しております。また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につ
いては、３年間で均等償却する方法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建 物 ５〜65年
その他 ２〜50年
2007年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌事業年度
から５年間で均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。
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3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

(3) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。

(4) 完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去一定期間の補償実績率による算定額及び特定の

工事については補修費用の個別見積額を計上しております。

(5) 株式報酬引当金
株式給付信託による株式の交付に備えるため、役員株式給付規程に基づき、役員に割り当てられた

ポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

(6) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定

額法により費用処理しております。

2024年05月23日 11時06分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



31

4. 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。
①請負工事

請負工事は電気通信工事（通信インフラ事業）等であり、請負工事契約を締結しております。
請負工事に係る収益については、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断し、履

行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
進捗度の測定は、契約ごとに、期末日までに履行義務の充足のために発生した原価が、工事原

価総額に占める割合に基づいて行っております。履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積る
ことができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合
には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり
充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識しております。
なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間が

ごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完
全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
請負工事に係る取引の対価は、顧客の検収が完了した後、概ね２ヵ月以内に受領しており、重

要な金融要素は含んでおりません。また、顧客との契約における対価に変動対価が含まれている
場合には、変動対価に関する不確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額に大幅
な減額が生じない可能性が非常に高い範囲でのみ取引価格に含めております。
②物品販売

物品販売は主に情報通信機器等の販売（ICTソリューション事業）であり、商品の引渡により、
顧客に当該商品に対する支配が移転し、履行義務が充足されることから、商品の引渡時点で収益
を認識しております。
なお、一部の情報通信機器や事務用品の販売については製造・出荷・配送の一連の作業が他の

当事者により行われており、在庫リスク及び価格設定の裁量権を有しておりません。当該他の当
事者により商品が提供されるように手配することが履行義務であるため、代理人として取引を行
っていると判断しており、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収
益を認識しております。
物品販売に係る取引の対価は、商品の引渡し後、概ね２ヵ月以内に受領しており、重要な金融

要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありません。
③受託業務

受託業務は主に電気通信設備の保守点検（通信インフラ事業）であり、サービス又は役務提供
の完了により、顧客に当該サービスに対する支配が移転し、履行義務が充足されることから、サ
ービス又は役務提供の完了時に一時点で収益を認識しております。
受託業務に係る取引の対価は、役務提供完了後、概ね２ヵ月以内に受領しており、重要な金融

要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありません。
5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
建設工事の共同企業体（ジョイントベンチャー）に係る会計処理は、主として構成員の出資の割合

に応じて、資産、負債、収益及び費用を認識する方法によっております。
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（会計上の見積りに関する注記）
1.一定の期間にわたり認識される完成工事高
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
完成工事高 37,134百万円

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結計算書類「（会計上の見積りに関する注記）1.一定の期間にわたり認識される売上高」に同一の内
容を記載しているため記載を省略しております。

2.工事損失引当金
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
工事損失引当金 1,182百万円

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結計算書類「（会計上の見積りに関する注記） 2.工事損失引当金」に同一の内容を記載しているた
め記載を省略しております。

3.完成工事補償引当金
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
完成工事補償引当金 1,011百万円

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結計算書類「（会計上の見積りに関する注記） 3.完成工事補償引当金」に同一の内容を記載してい
るため記載を省略しております。

（追加情報）
（取締役及び執行役員に対する株式給付信託）
「連結注記表（追加情報）」に同一の内容を記載していますので、記載を省略しております。

（事業持株会社体制移行に伴う表示区分の変更）
当社は、2022年７月１日付で、完全子会社である株式会社ミライト及び株式会社ミライト・テクノロジ

ーズを消滅会社とする吸収合併を行い、純粋持株会社から事業持株会社へ移行しております。これにより当
事業年度の財政状態及び経営成績は前事業年度と比較して大きく変動しております。
なお、純粋持株会社である期間までは、「経営管理料」及び「関係会社受取配当金」を純粋持株会社の主

たる事業活動に基づいて得られる収益として「売上高」に計上しておりましたが、事業持株会社への移行に
伴い、「経営管理料」及び「関係会社受取配当金」は営業外収益等に含めて計上しております。

(取得による企業結合)
「連結注記表（企業結合等に関する注記）（追加情報）」に同一の内容を記載しておりますので、記載を省

略しております。
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（貸借対照表に関する注記）
1.偶発債務

債務保証
次のとおり債務保証を行っております。
従業員 住宅ローン 51百万円
Lantrovision (S) Ltd デリバティブ取引（注） 7百万シンガポールドル
（注）連結子会社への貸付金の元本の回収及び金利の受取における為替並びに金利の変動リスクを

回避する目的のものであり、金額は想定元本であります。
2.関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 21,481百万円
短期金銭債務 84,038百万円

3.顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高
顧客との契約から生じた債権 62,432百万円
契約資産 16,275百万円

4.工事損失引当金に係る未成工事支出金
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表
示しております。
工事損失引当金に対応する未成工事支出金額 143百万円

（損益計算書に関する注記）
1.完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額 1,035百万円
2.研究開発費の総額 152百万円
3.関係会社との取引高

売上高 1,185百万円
売上原価 107,420百万円
販売費及び一般管理費 2,560百万円
営業取引以外の取引高 7,710百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(千株) 7,417 4,144 9,338 2,224
(注) 1. 自己株式数には、「株式給付信託」制度に関する株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する

当社株式（当事業年度期首303千株・当事業年度末572千株）が含まれております。
2. 自己株式の株式数の増加4,144千株は以下によるものであります。

市場買付による自己株式取得 3,840千株
株式給付信託による取得 303千株
単元未満株式の買取り請求による増加 0千株

3. 自己株式の株式数の減少9,338千株は以下によるものであります。
自己株式の消却による減少 9,000千株
株式給付信託への拠出 303千株
退職役員に対する株式給付による減少 34千株
単元未満株式の買増し請求による減少 0千株
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（税効果会計に関する注記）
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円)
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 引 当 金 1,679
賞 与 引 当 金 繰 入 超 過 1,173
子 会 社 株 式 評 価 損 526
工 事 損 失 引 当 金 362
完 成 工 事 補 償 引 当 金 309
そ の 他 1,693

繰 延 税 金 資 産 小 計 5,744
評 価 性 引 当 額 △1,668

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,076
繰 延 税 金 負 債
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △945
固 定 資 産 評 価 差 額 △485
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △355
買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 △274
資 産 除 去 債 務 に 対 応 す る 除 去 費 用 △220
そ の 他 △544

繰 延 税 金 負 債 合 計 △2,825
繰 延 税 金 資 産 負 債 の 純 額 1,250

2.法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の
会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

属性 会社名
議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 ㈱ＴＴＫ 直接100.0 資金の貸借
役員の兼任 資金の預り 5,900 預り金 6,266

子会社 ㈱ソルコム 直接100.0 資金の貸借
役員の兼任 資金の預り 9,846 預り金 10,701

子会社 西武建設㈱ 直接 95.0 資金の貸借 資金の預り 10,266 預り金 11,445

子会社 国際航業㈱ 直接100.0 資金の貸借 短期資金の貸付 10,822 短期貸付金 9,403

子会社 東電通アクセス
㈱ 直接100.0 資金の貸借

外注先 資金の預り 3,826 預り金 3,977

子会社
MIRAIT
Technologies
Australia
Pty.Limited

直接 58.6 資金の貸借 短期資金の貸付 3,853 短期貸付金 5,614

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸借の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

3. 預り金の一部については、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、取引
金額については期中平均残高を記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,822円75銭
2. １株当たり当期純利益 48円72銭
3. 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益
金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資
産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。
１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当事業年度533千株で
あり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当事業年度572千株であ
ります。

（重要な後発事象に関する注記）
(自己株式の取得)
「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載しておりますので、記載を省略して

おります。
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